
基金の現況 2025年3月末

日生協企業年金基金

2025年9月

　政府は「成長と分配の好循環」による経済成長と家計の資産所得増加の実現のため、各経済主体へ働きかけを行っていま
す。アセットオーナー・プリンシプルは、企業年金や公的年金等のアセットオーナーが受益者等の最善の利益を勘案し、その
資産を運用する責任（フィデュ―シャリー・デューティー）を果たす上で有用であると考えられる、運用・ガバナンス・リスク
管理に係る共通の原則として2024年8月に策定されました。
　当基金は「アセットオーナープリンシプル」の趣旨に賛同し、本プリンシプルにおける全ての原則の受け入れを表明します。
＊詳細につきましては、当基金ホームページにて掲載していますのでご参照ください。
（基金HP：https://www.nisseikyoukikin.jp/）

アセットオーナー・プリンシプルについて

第1制度は基金の全加入事業所が実施していま
す。2005年4月1日に『日生協厚生年金基金』
から『日生協企業年金基金』へ移行しました。（公
的年金である厚生年金を代行していた部分を国
に返上し、厚生年金に上乗せしていた部分を引
き継ぎしました。）この移行した制度が第1制度
です。

第2制度は基金の加入事業所のうち、任意の事
業所が実施しています。2012年3月末に廃止
された税制適格退職年金制度及び各生協の退職
金制度の受け皿として2010年12月1日に新
設した制度です。

○第2制度：

日生協企業年金基金
発行日 2025年9月24日

〒151-0051  東京都渋谷区千駄ヶ谷4-1-9　南部ビル1階
　 03（3497）0881  https://www.nisseikyoukikin.jp/
 E－mail：coopkikin@work.odn.ne.jp
お電話のおかけ間違い等のないように十分ご注意ください。

事業所数（件）

加入者数（人）

平均掛金月額（円）

年金受給者数（人）

年金給付（件数：人、金額：千円）

一時金給付（件数：人、金額：千円）

福祉給付（件数：人、金額：千円）
［自2024年4月　至2025年3月］

［自2024年4月　至2025年3月］
第 1 制 度 第 2 制 度
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遺族給付金

第一経過一時金

件　数
金　額
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承継した一時金
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167,585
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146,039
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161
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　当基金には、第１制度と第２制度があります。
○第1制度：

※第1制度は平均標準給与月額に1.2％を乗じて算出しています。

第 1 制 度
第 2 制 度

390
200

第 1 制 度
第 2 制 度

25,922
10,955

23,245
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49,167
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男　子 女　子 計

第 1 制 度
第 2 制 度
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第 2 制 度
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第 1 制 度 第 2 制 度

老齢給付金

第一経過年金

第二経過年金

旧 加 算 年 金

他制度から
承継した年金

5年年金

10年年金

15年年金

20年年金
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金　額
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金　額
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金　額
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金　額
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7
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152,321
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11,195
149
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第 1 制 度 第 2 制 度

脱退一時金

選択一時金

遺族給付金

第一経過一時金

件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額

607
738,102

462
3,328,375

16
74,434

1
31

2,025
778,491

793
1,624,028

42
59,967

86
5,726

他制度から
承継した一時金

死亡弔慰金
件　数
金　額

41
1,230

毎年9月にご自宅へ送付してます
「年金だより」ですが、
同内容のものをホームページから
ご確認いただくことができます。

二次元コード
にアクセス

「年金だより」は
ホームページに
掲載しています。

　住所や氏名が変わったとき、年金の受取口座を変えたいときは「年金受給者　基
本情報変更届」を基金にご提出ください。「年金受給者　基本情報変更届」は当基金
ホームページにアクセスして書式をダウンロードしてご使用ください。

各種届出のお願い

　年金を受け始めてから、次の①、②に該当した場合は、
日生協企業年金基金宛（03-3497-0881）に電話でご連絡ください。
①住所・受取方法・氏名を変更する場合

　年金受給者の方が亡くなられた場合、ご遺族の方は基金へご連絡ください。
　ご連絡が遅くなりますと、年金の過払いが発生し、後日ご遺族の方からご返金いただく場合があります。

②年金受給者の方が亡くなられた場合

　年金受給者の方の現況は、住民基本台帳ネットワークにて確認しております。
　　●現況が確認できた方　　　：提出不要です。
　　●現況が確認できなかった方：基金より誕生月の前月末に「現況届」のご提出依頼を送付します。
　　　　　　　　　　　　　　　 必要事項をご記入の上、誕生月の月末までにご提出ください。
　　　　　　　　　　　　　　　 なお、期日までにご提出がない場合は、年金のお支払いが一時止まりますので
　　　　　　　　　　　　　　　 ご留意ください。

※「現況届」の提出は原則不要です。

二次元コード
にアクセス

　基金は税務署・市区町村へ提出する「公的年金等の源泉徴収票」に年金受給者のマイナンバー（個人番号）を
記載する必要があります。
　基金では皆様のご負担（マイナンバー関係書類の提出等）を軽減するために企業年金連合会を通じてマイナン
バーを取得させていただいております。但し、何らかの事情により取得できなかった場合は、当基金より皆様に確
認させていただきます。
　なお、マイナンバーが変更された場合は、当基金へご連絡いただきますようお願いします。
※1.年金受給者のマイナンバーについては、当基金の年金又は一時金の給付に係る源泉徴収票作成事務においてのみ使用します。
※2.企業年金連合会は、厚生年金保険法及び確定給付企業年金法に基づき厚生労働大臣の認可により設立された法人で、厚生年
金基金や確定給付企業年金を脱退された方の年金原資を一元的に管理し給付する事業を行っています。
また、住民基本台帳ネットワークより取得した情報の企業年金基金への提供なども行っています。当基金は、法令及び基金規約
に基づいて企業年金連合会と業務委託契約を締結し、マイナンバー情報を提供して頂いています。

マイナンバー制度への対応について
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表1　公的年金等控除額 表2　主な所得控除額

表3　所得税額の速算表

受給者の
年齢 年金額（A）

130万円以下

130万円超
410万円以下
410万円超
770万円以下
770万円超
1,000万円以下

1,000万円超　

60万円

（A）×25%＋27.5万円

（A）×5%＋145.5万円

（A）×15%＋68.5万円

195.5万円

110万円

（A）×25%＋27.5万円

（A）×15%＋68.5万円

（A）×5%＋145.5万円

195.5万円

年齢65
歳未満

公的年金等に係る雑所得以外
の所得に係る合計所得金額

　基金がお支払いする年金は公的年金等の雑所得に含まれ、所得税及び復興所得税（以下、「所得税」といいます。）
と住民税が課税されます。
　基金の年金は、お支払いの際に一律7.6575%の所得税を源泉徴収することになっており、社会保険料控除や医
療費控除などを受けることができないため、確定申告で所得税の過不足をご精算ください。確定申告は、1月～12月
の1年間に生じたすべての所得について、翌年2月16日～3月15日の間に行う必要があり、確定申告に必要な当基
金の「公的年金等の源泉徴収票」は毎年1月末に発送しますのでご確認ください。
　また、住民税は、納税通知に基づいて個人で納めてください。（お勤めされている場合は勤務先が特別徴収し納めま
す。）65歳以上の方については老齢基礎年金等から住民税が特別徴収されます。
　なお、確定申告の詳細については税務署発行の「確定申告の手引き」や国税庁ホームページ（https://www.nta.
go.jp)等をご参照ください。

①国や基金からの公的年金等の収入金額から公的年金控除額【表1】を差し引き、公的年金等にかかる雑所得額が算出さ
れます。

②他に所得がある場合はその所得と①を合算した金額から所得控除額【表2】を控除して、課税所得金額が算出されます。

③課税所得金額を所得税額の早見表【表3】に当てはめて、所得税が算出されます。

（※）2025年分から基礎控除が改正されました。
合計所得金額が2,350万円以下の場合、所得金額に応じて控除額が変動するようになりました。

　確定給付企業年金法に基づく基金の年金は、所得税法の定めにより扶養申告書等の申告書を提出することはできず、支給年
金額から一律7.6575％（所得税率7.5％に復興特別所得税を加算）の所得税を源泉徴収することになっています。
　公的年金については、日本年金機構から毎年11月頃に送付される「扶養親族等申告書」を期限までに提出されると、公的年金
等控除、配偶者控除などの所得控除が適用されたうえで、所得税が源泉徴収されます。

年金と税金年金と税金

◎年金課税のしくみ

◎扶養親族等の申告書について

※住民税は前年の所得に応じた所得割（税率一律10%）と地域に居住することにより一律負担となる均等割（金額は自治体によって異なります）があります。

国や基金からの
公的年金

控除額
【表1】

公的年金等にかかる
雑所得額

他の所得 ① 所得控除額
【表2】 課税所得金額

330万円以下

330万円超
410万円以下
410万円超
770万円以下
770万円超
1,000万円以下

1,000万円超　

年齢65
歳以上

1,000万円以下

控除の種類 控除額
基礎控除（※） 最高95万円

最高38万円（70歳以上の配偶者48万円）
生命保険料の種類と金額に応じ最高12万円
最高200万円
支払保険料全額

扶養親族が19歳～ 22歳　63万円
扶養親族が70歳以上　48万円
扶養親族が70歳以上の同居老親　58万円
上記以外の16歳以上の扶養親族　38万円

扶養控除（配偶者以外）

配偶者控除
生命保険料控除
医療費控除
社会保険料控除

課税所得金額（Ａ）

表3の計算式

所得税額
195万円以下
195万円超 330万円以下
330万円超  695万円以下
695万円超 900万円以下
900万円超 1,800万円以下
1,800万円超 4,000万円以下
4,000万円超

（（Ａ）×5％）×102.1％
（（Ａ）×10％－97,500円）×102.1％
（（Ａ）×20％－427,500円）×102.1％
（（Ａ）×23％－636,000円）×102.1％
（（Ａ）×33％－1,536,000円）×102.1％
（（Ａ）×40％－2,796,000円）×102.1％
（（Ａ）×45％－4,796,000円）×102.1％

（課税所得金額 × 所得税率 ー 税額控除額）×102.1% = 所得税額

　2024年度の資産運用は修正総合利回り0.99％で、予定利率とほぼ同程度のプラス実績を確保しました。
　当年度の経常収入は、掛金等収入48.4億円と運用収益10.4億円を合わせた58.8億円となり、総資産は約1,062億円となり
ました。 
　この積立状況に基づいて財政検証を行った結果、継続基準、非継続基準どちらの検証でも基準値を上回り、基金財政の健全
性が保たれていることを確認しました。 
　なお、2024年3月末日基準の財政再計算に伴い、財政悪化に備えた準備金の額の見直しを行うとともに責任準備金に含め
ていた実質的な剰余を別途積立金へ積増（10,645百万円）しました。この結果、別途積立金は22,802百万円に増加しました。
当年度不足金につきましては、同額を別途積立金より取り崩す処理を行います。 

※2020年度決算より、法律改正に基づく新しい財政運営基準を反映した決算報告となっています。将来の給付支払いへの備えを「責任準備金」として積み立てていますが、
それに加えて、災害やパンデミック・金融危機等の影響による財政悪化に備えて一定額までさらに積み立てすることが可能となっています。（一定額を超えると、その額が
剰余金となります。）決算上、当年度は不足金が発生しておりますが、準備金が確保され基金財政が安定したものとなっていることには変わりありません。ご安心ください。

掛金等収入　4,838百万円
給付費

7,423百万円

別途積立金積増金
10,645百万円

運用報酬等 374百万円

18,443百万円支 出収 入 18,443百万円

信託銀行・生命保険会社
等に支払った運用手数
料・業務委託費等

年金・一時金を支給した
額（移換額を含む）

事業主が支払った掛金等

年金資産運用による収益

年金資産
106,232百万円

責任準備金
81,506百万円

別途積立金 22,802百万円

支払備金等 2,004百万円

106,312百万円負 債資 産 106,312百万円

未払給付費などの支払
準備金

前年度末までに
積み立てた剰余金

将来の年金給付のために
現時点で保有していなけ
ればならない額と財政悪
化に備えた準備金を合わ
せた額

信託資産
72,450百万円
保険資産
32,507百万円
預貯金等
1,275百万円

年金経理決算のご報告

2024年度（2024年4月1日～2025年3月31日）の収支状況は

2024年度末（2025年3月31日現在）の年金資産の積立状況は

責任準備金減少額
12,482百万円

当年度不足金 80百万円

当年度不足金 80百万円

2024年度

　皆さんの将来の年金給付を確かなものとするために、基金では毎年度、保有する資産について「継続基準」と「非継続基準」とい
う2つの基準で積立状況をチェックしています。「継続基準」
による検証では、基金が今後も継続していくことを前提とし
て年金給付に必要な積立金が確保されているかどうかを検
証し、「非継続基準」による検証では、制度が当年度末時点
で終了すると仮定した場合に年金給付に見合う積立金がある
かどうかを検証します。

積立状況をチェック

非継続基準

継続基準

1.00以上

1.00以上

＝1.28
純資産額 104,227百万円
最低積立基準額 81,197百万円

＝1.27
純資産額 104,227百万円
責任準備金 81,506百万円

区分 基準値当基金の積立水準

安心できる
年金給付のために 2つの検証で

運用収益 1,042百万円

責任準備金が前年度よ
り減少した額

当基金におきましては、監事2名による内部監査に加え、監査法人による外部監査を受けております。
2024年度決算の監査結果につきましても、会計上の重要な問題はありませんでした。
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表1　公的年金等控除額 表2　主な所得控除額

表3　所得税額の速算表

受給者の
年齢 年金額（A）

130万円以下

130万円超
410万円以下
410万円超
770万円以下
770万円超
1,000万円以下

1,000万円超　

60万円

（A）×25%＋27.5万円

（A）×5%＋145.5万円

（A）×15%＋68.5万円

195.5万円

110万円

（A）×25%＋27.5万円

（A）×15%＋68.5万円

（A）×5%＋145.5万円

195.5万円

年齢65
歳未満

公的年金等に係る雑所得以外
の所得に係る合計所得金額

　基金がお支払いする年金は公的年金等の雑所得に含まれ、所得税及び復興所得税（以下、「所得税」といいます。）
と住民税が課税されます。
　基金の年金は、お支払いの際に一律7.6575%の所得税を源泉徴収することになっており、社会保険料控除や医
療費控除などを受けることができないため、確定申告で所得税の過不足をご精算ください。確定申告は、1月～12月
の1年間に生じたすべての所得について、翌年2月16日～3月15日の間に行う必要があり、確定申告に必要な当基
金の「公的年金等の源泉徴収票」は毎年1月末に発送しますのでご確認ください。
　また、住民税は、納税通知に基づいて個人で納めてください。（お勤めされている場合は勤務先が特別徴収し納めま
す。）65歳以上の方については老齢基礎年金等から住民税が特別徴収されます。
　なお、確定申告の詳細については税務署発行の「確定申告の手引き」や国税庁ホームページ（https://www.nta.
go.jp)等をご参照ください。

①国や基金からの公的年金等の収入金額から公的年金控除額【表1】を差し引き、公的年金等にかかる雑所得額が算出さ
れます。

②他に所得がある場合はその所得と①を合算した金額から所得控除額【表2】を控除して、課税所得金額が算出されます。

③課税所得金額を所得税額の早見表【表3】に当てはめて、所得税が算出されます。

（※）2025年分から基礎控除が改正されました。
合計所得金額が2,350万円以下の場合、所得金額に応じて控除額が変動するようになりました。

　確定給付企業年金法に基づく基金の年金は、所得税法の定めにより扶養申告書等の申告書を提出することはできず、支給年
金額から一律7.6575％（所得税率7.5％に復興特別所得税を加算）の所得税を源泉徴収することになっています。
　公的年金については、日本年金機構から毎年11月頃に送付される「扶養親族等申告書」を期限までに提出されると、公的年金
等控除、配偶者控除などの所得控除が適用されたうえで、所得税が源泉徴収されます。

年金と税金年金と税金

◎年金課税のしくみ

◎扶養親族等の申告書について

※住民税は前年の所得に応じた所得割（税率一律10%）と地域に居住することにより一律負担となる均等割（金額は自治体によって異なります）があります。

国や基金からの
公的年金

控除額
【表1】

公的年金等にかかる
雑所得額

他の所得 ① 所得控除額
【表2】 課税所得金額

330万円以下

330万円超
410万円以下
410万円超
770万円以下
770万円超
1,000万円以下

1,000万円超　

年齢65
歳以上

1,000万円以下

控除の種類 控除額
基礎控除（※） 最高95万円

最高38万円（70歳以上の配偶者48万円）
生命保険料の種類と金額に応じ最高12万円
最高200万円
支払保険料全額

扶養親族が19歳～ 22歳　63万円
扶養親族が70歳以上　48万円
扶養親族が70歳以上の同居老親　58万円
上記以外の16歳以上の扶養親族　38万円

扶養控除（配偶者以外）

配偶者控除
生命保険料控除
医療費控除
社会保険料控除

課税所得金額（Ａ）

表3の計算式

所得税額
195万円以下
195万円超 330万円以下
330万円超  695万円以下
695万円超 900万円以下
900万円超 1,800万円以下
1,800万円超 4,000万円以下
4,000万円超

（（Ａ）×5％）×102.1％
（（Ａ）×10％－97,500円）×102.1％
（（Ａ）×20％－427,500円）×102.1％
（（Ａ）×23％－636,000円）×102.1％
（（Ａ）×33％－1,536,000円）×102.1％
（（Ａ）×40％－2,796,000円）×102.1％
（（Ａ）×45％－4,796,000円）×102.1％

（課税所得金額 × 所得税率 ー 税額控除額）×102.1% = 所得税額

　2024年度の資産運用は修正総合利回り0.99％で、予定利率とほぼ同程度のプラス実績を確保しました。
　当年度の経常収入は、掛金等収入48.4億円と運用収益10.4億円を合わせた58.8億円となり、総資産は約1,062億円となり
ました。 
　この積立状況に基づいて財政検証を行った結果、継続基準、非継続基準どちらの検証でも基準値を上回り、基金財政の健全
性が保たれていることを確認しました。 
　なお、2024年3月末日基準の財政再計算に伴い、財政悪化に備えた準備金の額の見直しを行うとともに責任準備金に含め
ていた実質的な剰余を別途積立金へ積増（10,645百万円）しました。この結果、別途積立金は22,802百万円に増加しました。
当年度不足金につきましては、同額を別途積立金より取り崩す処理を行います。 

※2020年度決算より、法律改正に基づく新しい財政運営基準を反映した決算報告となっています。将来の給付支払いへの備えを「責任準備金」として積み立てていますが、
それに加えて、災害やパンデミック・金融危機等の影響による財政悪化に備えて一定額までさらに積み立てすることが可能となっています。（一定額を超えると、その額が
剰余金となります。）決算上、当年度は不足金が発生しておりますが、準備金が確保され基金財政が安定したものとなっていることには変わりありません。ご安心ください。

掛金等収入　4,838百万円
給付費

7,423百万円

別途積立金積増金
10,645百万円

運用報酬等 374百万円

18,443百万円支 出収 入 18,443百万円

信託銀行・生命保険会社
等に支払った運用手数
料・業務委託費等

年金・一時金を支給した
額（移換額を含む）

事業主が支払った掛金等

年金資産運用による収益

年金資産
106,232百万円

責任準備金
81,506百万円

別途積立金 22,802百万円

支払備金等 2,004百万円

106,312百万円負 債資 産 106,312百万円

未払給付費などの支払
準備金

前年度末までに
積み立てた剰余金

将来の年金給付のために
現時点で保有していなけ
ればならない額と財政悪
化に備えた準備金を合わ
せた額

信託資産
72,450百万円
保険資産
32,507百万円
預貯金等
1,275百万円

年金経理決算のご報告

2024年度（2024年4月1日～2025年3月31日）の収支状況は

2024年度末（2025年3月31日現在）の年金資産の積立状況は

責任準備金減少額
12,482百万円

当年度不足金 80百万円

当年度不足金 80百万円

2024年度

　皆さんの将来の年金給付を確かなものとするために、基金では毎年度、保有する資産について「継続基準」と「非継続基準」とい
う2つの基準で積立状況をチェックしています。「継続基準」
による検証では、基金が今後も継続していくことを前提とし
て年金給付に必要な積立金が確保されているかどうかを検
証し、「非継続基準」による検証では、制度が当年度末時点
で終了すると仮定した場合に年金給付に見合う積立金がある
かどうかを検証します。

積立状況をチェック

非継続基準

継続基準

1.00以上

1.00以上

＝1.28
純資産額 104,227百万円
最低積立基準額 81,197百万円

＝1.27
純資産額 104,227百万円
責任準備金 81,506百万円

区分 基準値当基金の積立水準

安心できる
年金給付のために 2つの検証で

運用収益 1,042百万円

責任準備金が前年度よ
り減少した額

当基金におきましては、監事2名による内部監査に加え、監査法人による外部監査を受けております。
2024年度決算の監査結果につきましても、会計上の重要な問題はありませんでした。



基金の現況 2025年3月末

日生協企業年金基金

2025年9月

　政府は「成長と分配の好循環」による経済成長と家計の資産所得増加の実現のため、各経済主体へ働きかけを行っていま
す。アセットオーナー・プリンシプルは、企業年金や公的年金等のアセットオーナーが受益者等の最善の利益を勘案し、その
資産を運用する責任（フィデュ―シャリー・デューティー）を果たす上で有用であると考えられる、運用・ガバナンス・リスク
管理に係る共通の原則として2024年8月に策定されました。
　当基金は「アセットオーナープリンシプル」の趣旨に賛同し、本プリンシプルにおける全ての原則の受け入れを表明します。
＊詳細につきましては、当基金ホームページにて掲載していますのでご参照ください。
（基金HP：https://www.nisseikyoukikin.jp/）

アセットオーナー・プリンシプルについて

第1制度は基金の全加入事業所が実施していま
す。2005年4月1日に『日生協厚生年金基金』
から『日生協企業年金基金』へ移行しました。（公
的年金である厚生年金を代行していた部分を国
に返上し、厚生年金に上乗せしていた部分を引
き継ぎしました。）この移行した制度が第1制度
です。

第2制度は基金の加入事業所のうち、任意の事
業所が実施しています。2012年3月末に廃止
された税制適格退職年金制度及び各生協の退職
金制度の受け皿として2010年12月1日に新
設した制度です。

○第2制度：

日生協企業年金基金
発行日 2025年9月24日

〒151-0051  東京都渋谷区千駄ヶ谷4-1-9　南部ビル1階
　 03（3497）0881  https://www.nisseikyoukikin.jp/
 E－mail：coopkikin@work.odn.ne.jp
お電話のおかけ間違い等のないように十分ご注意ください。

事業所数（件）

加入者数（人）

平均掛金月額（円）

年金受給者数（人）

年金給付（件数：人、金額：千円）

一時金給付（件数：人、金額：千円）

福祉給付（件数：人、金額：千円）
［自2024年4月　至2025年3月］

［自2024年4月　至2025年3月］
第 1 制 度 第 2 制 度

脱退一時金

選択一時金

遺族給付金

第一経過一時金

件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額

497
397,577

416
2,892,037

15
117,977

0
0

1,873
635,375

644
1,282,646

48
74,111
123
6,427

他制度から
承継した一時金

第 1 制 度 第 2 制 度

老齢給付金

第一経過年金

第二経過年金

旧 加 算 年 金

他制度から
承継した年金

5年年金

10年年金

15年年金

20年年金

件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額

370
190,846

74
47,000
145

69,278
53

31,119
98

43,448

10
8,065

1,396
340,618

460
167,585

696
146,039

240
26,993
873

12,300
161

30,758
934

96,781

　当基金には、第１制度と第２制度があります。
○第1制度：

※第1制度は平均標準給与月額に1.2％を乗じて算出しています。

第 1 制 度
第 2 制 度

390
200

第 1 制 度
第 2 制 度

25,922
10,955

23,245
4,618

49,167
15,573

男　子 女　子 計

第 1 制 度
第 2 制 度

4,388
14,130

3,379
12,174

3,911
13,563

男　子 女　子 計

第 1 制 度
第 2 制 度

1,438
357

1,415
86

2,853
443

男　子 女　子 計

第 1 制 度 第 2 制 度

老齢給付金

第一経過年金

第二経過年金

旧 加 算 年 金

他制度から
承継した年金

5年年金

10年年金

15年年金

20年年金

件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額

436
201,496

86
44,867
159

71,780
68

36,619
123

48,229

7
5,905

1,466
354,226

477
170,413

712
152,321

277
31,492
804

11,195
149

28,692
891

93,660

第 1 制 度 第 2 制 度

脱退一時金

選択一時金

遺族給付金

第一経過一時金

件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額
件　数
金　額

607
738,102

462
3,328,375

16
74,434

1
31

2,025
778,491

793
1,624,028

42
59,967

86
5,726

他制度から
承継した一時金

死亡弔慰金
件　数
金　額

41
1,230

毎年9月にご自宅へ送付してます
「年金だより」ですが、
同内容のものをホームページから
ご確認いただくことができます。

二次元コード
にアクセス

「年金だより」は
ホームページに
掲載しています。

　住所や氏名が変わったとき、年金の受取口座を変えたいときは「年金受給者　基
本情報変更届」を基金にご提出ください。「年金受給者　基本情報変更届」は当基金
ホームページにアクセスして書式をダウンロードしてご使用ください。

各種届出のお願い

　年金を受け始めてから、次の①、②に該当した場合は、
日生協企業年金基金宛（03-3497-0881）に電話でご連絡ください。
①住所・受取方法・氏名を変更する場合

　年金受給者の方が亡くなられた場合、ご遺族の方は基金へご連絡ください。
　ご連絡が遅くなりますと、年金の過払いが発生し、後日ご遺族の方からご返金いただく場合があります。

②年金受給者の方が亡くなられた場合

　年金受給者の方の現況は、住民基本台帳ネットワークにて確認しております。
　　●現況が確認できた方　　　：提出不要です。

●現況が確認できなかった方：基金より誕生月の前月末に「現況届」のご提出依頼を送付します。
必要事項をご記入の上、誕生月の月末までにご提出ください。
なお、期日までにご提出がない場合は、年金のお支払いが一時止まりますので
ご留意ください。

※「現況届」の提出は原則不要です。

二次元コード
にアクセス

　基金は税務署・市区町村へ提出する「公的年金等の源泉徴収票」に年金受給者のマイナンバー（個人番号）を
記載する必要があります。
　基金では皆様のご負担（マイナンバー関係書類の提出等）を軽減するために企業年金連合会を通じてマイナン
バーを取得させていただいております。但し、何らかの事情により取得できなかった場合は、当基金より皆様に確
認させていただきます。
　なお、マイナンバーが変更された場合は、当基金へご連絡いただきますようお願いします。
※1.年金受給者のマイナンバーについては、当基金の年金又は一時金の給付に係る源泉徴収票作成事務においてのみ使用します。
※2.企業年金連合会は、厚生年金保険法及び確定給付企業年金法に基づき厚生労働大臣の認可により設立された法人で、厚生年
金基金や確定給付企業年金を脱退された方の年金原資を一元的に管理し給付する事業を行っています。
また、住民基本台帳ネットワークより取得した情報の企業年金基金への提供なども行っています。当基金は、法令及び基金規約
に基づいて企業年金連合会と業務委託契約を締結し、マイナンバー情報を提供して頂いています。

マイナンバー制度への対応について


